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ＧＥの概要

発明家トーマス・エジソン
が1878年に設立したエジ

ソン・エレクトリック・ライト・
カンパニーがG Eの歴史の

始まり

以来、世界最大級の多角

的グローバル企業として

成長

² 100ヶ国以上で事業展開

²約31万人の社員（内、約15.2万人
が米国外での雇用

²会長兼CEO: ジェフ・イメルト
　　（2001/9－）

　　前任者ジャック・ウェルチ
　　（1981－2001）

Financial Highlights 
2001 総収入 $125.9B

2001 純利益 会計処理変更前 $14.1B

会計処理変更後 $13.7B

株式時価総額 2002, 4/16現在 $316.46B

2001 米国外収入比率 40%

2001 総資産 $495B

Honors
世界で最も称賛される企業 - Fortune 

(98, 99, 2000, 2001) 

世界で最も尊敬される企業 - Financial Times 

(98, 99, 2000, 2001)

米国ダウ・ジョーンズ平均株価指数が1896年に導入

されて以来、現在もリストされている唯一の企業

世界で最も尊敬される社内法務部 - American Lawyer Magazine
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製造業
航空機エンジン
•北太平洋地域航空機
エンジン事業部

•日本 GE エンジンサービス

プラスチックス
•日本 GE プラスチックス
• G E  東芝シリコーン

医療システム
• G E  横河 ﾒﾃﾞｨｶﾙｼｽﾃﾑ
• G E  ﾏﾙｹｯﾄﾒﾃﾞｨｶﾙｼｽﾃﾑ

家庭電化製品

産業システム
•東芝 GE ｵｰﾄﾒｰｼｮﾝｼｽﾃﾑｽﾞ

ライティング
•日立GEライティング
• G E  クオーツジャパン

電力システム
•電力事業部
•東芝 GE タービンサービス
•日本ニユクリア・フユエル

N B C
•日経 C N B C

メディアビジネス

金融業
国際消費者金融
• G E  ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｺﾝｼｭｰﾏｰ・ﾌｧｲﾅﾝｽ株式会社
（ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ･ｸﾚｼﾞｯﾄ / ｶｰﾄ）゙

• G E  ｺﾝｼｭｰﾏｰ･ｸﾚｼﾞｯﾄ株式会社（個人ローン）
• ﾆｯｾﾝ GEｸﾚｼﾞｯﾄ株式会社（カタログ販売）

保険
• G E  エジソン生命保険株式会社
• G E  ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社

業務用機器 ﾌｧｲﾅﾝｽ
• G E  ｷｬﾋﾟﾀﾙﾘｰｼﾝｸﾞ株式会社
（設備機器 / 短期リース）

•福銀リース

G E  ﾌﾘｰﾄｻｰﾋﾞｽ株式会社

G E  エクイティ・ジャパン

G E  ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾘｱﾙ･ｴｽﾃｰﾄ

G E  E R C  ｻｰﾋﾞｽ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ株式会社
（再保険）

G E  ｼｰｺ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ
（コンテナのリース）

日本国内で
20の共同事業を含む

40以上の 事業

日本におけるGE
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• 従業員数： 約16,000 人 　（うちGEキャピタル 約13,000人）

• 日本におけるGEの歴史

- 1886年 日本政府の印刷工場に発電機を納入

- 1903年 東京に販売事務所を開設

- 1960年 日本ゼネラルエレクトリックを設立

- 1967年 日本ニュークリアフユエルを設立

- 1971年 現日本ジーイープラスティックスを設立

現GE東芝シリコーンを設立

- 1982年 G E横河メディカルシステムを設立

- 1993年 日立GE ライティングを設立

- 1996年 丸紅カ－システムズ買収（「GECCS」に社名変更）

- 1998年 G Eエジソン生命保険を設立、東邦生命の営業権を取得

レイクの営業権と消費者ローン事業を取得

- 1999年 旧日本リース、日本リ－スオ－トよりリース事業を取得

- 2000年 東邦生命より負債および資産を包括移転

ニッセンと消費者金融合弁会社設立

福銀リ－ス（一般リ－ス、オ－トリ－ス）に95%出資

日本リ－スオ－トとG E C C Sを合併、「GEフリ－トサ－ビス」に社名変更

日本リ－スを「GEキャピタルリ－シング」、レイクを「GEコンシューマー・クレジット」に社名変更

- 2002年 グローバル・ファイナンシャル・リストラクチャリングを設立

日本におけるＧＥ



g GE Japan Legal

6

インフォーメーション
・サービス

産業システム
日本ゼネラル・エレクトリック㈱

家電

G Eキャピタル・グローバル
・コンシューマー・ファイナンス㈱

金融サービス

G Eｺﾝｼｭｰﾏｰ・ｸﾚｼﾞｯﾄ㈱　
(レイク)

ﾆｯｾﾝGEｸﾚｼﾞｯﾄ㈱

㈱G Eキャピタル・リーシング＊

G Eフリートサービス㈱

G Eキャピタル
　　　　　　・リアル・エステート

G Eエジソン生命(株）

G Eアセット
　　　・マネジメント(株）

メディカル
・システム

G E横河メディカルシステム㈱

日本G Eﾏﾙｹｯﾄ・ﾒﾃﾞｨｶﾙ・ｻｰﾋﾞｽ

プラスチックス G E東芝シリコーン (株）

日本G Eプラスチックス (株）＊

ライティング 日立G Eライティング (株）

航空機エンジン 日本G Eエンジンサービス㈱

電力システム グローバル・ニュークリア・フエル・ジャパン（株）

NBC 日経CNBC㈱

11の事業部門が日本でビジネスを展開

＊網掛けは合弁会社

G Eｺﾝｼｭｰﾏｰ・ﾌｧｲﾅﾝｽ㈱　

9の事業部門／社で社内弁護士が日本国内で勤務

金融サービス

日本ゼネラル・エレクトリック㈱ ＊

G E横河メディカルシステム㈱＊

G E東芝シリコーン (株）

＊社内弁護士勤務会社

航空機エンジン＊

G Eキャピタル・グローバル
・コンシューマー・ファイナンス㈱

＊

G Eキャピタル

　　　　・リアル・エステート＊

G Eエジソン生命 (株）＊

日本におけるGEの主な事業



g GE Japan Legal

7

 
GE 全体  GE Capital  割当  

弁護士総数 800 375 

ヨーロッパ 115 65 

アジア （日本を除く） 35 15 

中南米 10 5 

日本 21* 7 

 

 

*但し、外国法曹資格者を含み、日本の弁理士〔3名〕、会計士〔1名〕、税理士〔1名〕は除く。

日本の弁護士でも非正規従業員は除く。

日本におけるGE法務部（弁護士数）
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菊地 努

税務本部長

税理士・米国公認会計士

土屋 泰昭

代表取締役副社長

Government Relations

松本 健一

極東特許部長

弁理士

本間　正浩（４１期）
ゼネラル・カウンセル

GE エジソン生命

キャピタル
以外の部門

ローレンス・ベイツ

ゼネラル・カウンセル

GE　ジャパン

高橋 豪(４３期）

シニア・リーガル・カウンセル

GE　ジャパン

シンシア・池田

E-コマース / IP カウンセル

GE　ジャパン

マーク・ノーボン

プレジデント・最高経営責任者

GE　ジャパン

ナンシー・バートン

シニア・バイスプレジデント、

ゼネラル・カウンセル

GEキャピタル・サービス

USAUSA

日本におけるＧＥ法務部

法
務
以
外
の
専
門
家

リンダ・フィラーディ
リージョナル・カウンセル

コマーシャル・ファイナンス

伊藤　彰
ゼネラル・カウンセル

GEキャピタル・リーシング

金兵　正樹（４６期）
ゼネラル・カウンセル

コマーシャル・リアル・エステート

トム・クラーク
ゼネラル・カウンセル
GEキャピタル・グローバル・コンシューマー・ファイナンス

千種　道夫（４７期）
リーガル・カウンセル

GE エジソン生命

吉田　佳子（３９期）
リーガル・カウンセル
GEキャピタル・グローバル・コンシューマー・ファイナンス

菊池　亜紀子
リーガル・カウンセル

GEプラスチックス

伊藤　ゆみ子（41期）
ゼネラル・カウンセル

GE横河メディカルシステム

スーザン・ストックトン

リーガル・カウンセル

GE航空機エンジン
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•会長兼CEO
ジェフ・イメルト

・執行役員
兼ゼネラル・カウンセル
ベン・ハイネマン

ゼネラル
エレクトリック（ＧＥ）

法務部の組織

GEプラスティックス

GEパワーシステム

GEメディカルシステム

CEO直属

ＧＥ法務部

CEO直属、加えて親会社のｾﾞﾈﾗﾙ・ｶｳﾝｾﾙに直属

•社長兼CEO
デイブ・ニッセン

　　・執行役員
　兼ゼネラル・カウンセル
　エリザベス・リー

GEｷｬﾋﾟﾀﾙ・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・
ｺﾝｼｭｰﾏｰ・ﾌｧｲﾅﾝｽ
ｼﾞｬﾊﾟﾝ

•ｾﾞﾈラル・カウンセル
トム・M・クラーク

•社長兼CEO
山川　健夫

GEｷｬﾋﾟﾀﾙ・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
・ｺﾝｼｭｰﾏｰ・ﾌｧｲﾅﾝｽ

•社長兼CEO
デニス・ネイデン

・執行役員
兼ゼネラル・カウンセル
ナンシー・Ｅ・バートン

GEキャピタル
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ＧＥ法務部のあり方

•プロフェッショナルとしての独立集団

•ビジネス・チームの不可分のメンバー

•ビジネスと独立した指揮系統

•ビジネス・地域の垣根を越えたチーム

各種の協働の機会

•仕事のスタイル

•ビジネスとの垣根を越えたチーム

リーガル・マインド＋ビジネス・チームの一員

会議・研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

人事交流

会議・研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

GEFA ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ﾛｲﾔｰｽﾞ・ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ

GEｱｼﾞｱ・ﾛｲﾔｰｽﾞ・ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ
ﾆｭｰ・ﾛｲﾔｰｽﾞ・ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ

ビジネス・フォア・ﾛｲﾔｰｽﾞ

GEｼﾞｬﾊﾟﾝ・ﾘｰｶﾞﾙ・リトリート

GEｼﾞｬﾊﾟﾝ・ﾘｰｶﾞﾙ／ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・ｶｳﾝｼﾙ プラクティス・ｸﾞﾙｰﾌﾟ活動

各種ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ・ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ

•仕事のスタイル
•ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ

•リーガル

人事交流 ‐採用地域・ビジネスを問わない
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• 二重の役割のバランス：
－リーガル・カウンセル及びビジネス上のパートナー

• 最高の誠実さをもって運営：
－法令遵守において決して妥協しない

－GEの名声の保護

• 単なる専門的なアドバイザーではなく戦略家として行動する

GE法務部の役割
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外部の弁護士の必要性－30余の法律事務所に依頼－

1．依頼先
（1） 「渉外」事務所

（2） 日本に事務所のある外国の法律事務所

（3） 「特定共同」事務所

（4） 「国内」事務所、専門分野を取り扱う事務所

2．外部の弁護士を必要とする分野－特に1990年代に入って－
（1） ビジネス経営において生じる法律問題
－ビジネスの意思決定前に提起される前例のない問題

（2） 買収案件－要求される質と量

（3） コンプライアンスと規制－法令遵守の要求と曖昧な明文、行間を読む能力

（4） ロビイング活動、政府との折衝－積極的かつ創造的なアプローチ

外部の弁護士のニーズは依然増加の一途
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外部の弁護士に依頼した場合に直面する問題点

1．弁護士の数－あらゆる局面で問題
（1） 大規模な買収案件－1件につき10人以上の弁護士のニーズ

（2） 利益相反－受任を断られるか、「ファイア･ウォール｣を承認するか

（3） 対応の遅さ－ビジネスに足止め

（4） 仕事の質－大量の仕事の処理に追われ不十分な分析

2．コミュニケーション・語学力
（1） 書面の出来－英語力の限界

（2） 対応の遅さ－忙しさ以外に英語力が一因　

（3） コミュニケーション・ギャップ－不完全な理解による本来不要な追加作業

（4） 翻訳－日本語に特殊な問題、所内翻訳家の充実を

3．日本法以外の視点
（1） 買収案件その他の複雑な取引－日本初のスキーム

（2） コンプライアンス－明文の守備範囲が不明瞭な場合　最近のノーアクションレター取得の経緯

（3） ロビイング－政策形成・新法案作成過程での政府への積極的働きかけ　最近の
個人情報保護法案と新土壌汚染法制定への関与
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日本の弁護士と外国法事務弁護士等との協働のメリット

1．コミュニケーション・語学力の問題の解決　

－スピード、質、効率性

2．人数不足の問題の部分的解消

－但し、現行特定共同事務所の規模では不十分

3．ワン・ストップ・ショップの便益

　 －求めるサービスをひとつの事務所で

－複数の法律事務所間の無用な緊張関係を排斥

4．外国法の経験・理論の適用

－最新の取引形態の実現

－複雑なコンプライアンス・規制法上の問題の特定･解決

－ロビイング活動の充実による創造的アプローチ

現行の特定共同事務所が協働のメリットを享受しているかは疑問
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利用者の視点から見た理想的な法律事務所ー現行特定共同事
務所に欠けるもの

• 日本の弁護士と外国のロイヤーの緊密な協力体制

• 能力と経験の相互補完

現行特定共同事務所内の日本の弁護士と外国のロイヤーの間に垣

根はないか？

垣根を取り払う仕組みこそが真の国際化の第一歩
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第 5回 国際化検討会プレゼンテーション草稿  

日本の弁護士と外国の弁護士との協働のあり方  

 
2002年 4月 22日 
 
GEジャパン  
ゼネラル・カウンセル 
ローレンス･W･ベイツ 

1. GEの概要 

（1） GE及び日本における GE 

 GEは、製造業と金融業とに亘り 20の主要なビジネスを営む多角経営のグロー
バル企業である。 

 日本におけるGEのビジネスは、GEのグローバル企業としての性格を反映し
て製造業と周辺ビジネスを中心に展開され、その歴史は数十年前に遡る。代表的

なビジネスは、GE横河メディカルシステム株式会社（医療機器事業、画像診断
装置等の開発・製造及び医療関連サービス）、日本 GEプラスティックス株式会
社、GE東芝シリコーン株式会社（プラスティック、シリコーン等の特殊材の製
造）、日立 GEライティング株式会社、パワーシステムズ、航空機エンジン（最
近における原子力燃料及び原子力エンジンにかかるサービス事業のジョイント･
ベンチャーを含む産業ビジネス）等である。 

 日本における金融サービス業における最近の動きとして、代表的なのは、GE
エジソン生命保険、GEキャピタル･グローバル･コンシューマー･ファイナンス･
ジャパン（消費者金融及び企業向けリースを含む）、GEキャピタル･リーシン
グ、福銀リース（業務用機器ファイナンス）、GEフリートサービス（自動車リ
ース）、コマーシャル･リアル･エステイト及びグローバル･ファイナンシャル･リ
ストラクチャリング等である。 

 この他、ケーブルテレビニュースステーションとして、CNBC日経が挙げられ
る。 

 各社の経営は各産業分野において独立して行われ、本社機能を営むGEジャパ
ンの規模は小さい。これは、本社機能は各ビジネスの壁を超えた最高のプラクテ
ィス（ベスト･プラクティス）の共有を促進し、各ビジネスによるイニシアチブ
と価値の創出を助けるために存在する、との GEの方針を反映しているためであ
る。 

（2） GE法務部の役割  

 GE全体で法曹資格のあるロイヤーは総勢約 800人である。 
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 GEの法務部の組織は、法務部が各ビジネスの根幹部分を成すという GEの方
針を反映し、ピラミッド型の会社の法務部とは性格を異にする。すなわち、ビジ
ネスごとに、そのビジネス全体を世界的に統括するゼネラル・カウンセルがおり、
各国の各ビジネスにその国のビジネスを統括するゼネラル・カウンセルまたはリ
ード・カウンセルがいる。 

 各国のゼネラル・カウンセルとリード・カウンセルは、所属するビジネスの経

営者の指揮系統に属し、同時に、「点線」ライン（“dotted-line report”）と呼ば
れる法務内の指揮系統ラインに属する。 

 この 2本立ての指揮系統が採用されている目的は、次の２つにある。第一は、
ビジネス上のパートナーとして、ビジネスの意思決定過程の早い段階でロイヤー

が関わり、潜在的な問題をそれが現実にビジネスの障害となる前の段階で発見し
解決することによって、ビジネスが最初からスムーズに進むようにするためであ
る。第二は、こうして早期に発見された法律問題が、特に会社の名声に悪影響を
与える可能性がある場合や、ビジネスが目指すところが果たせず事業に深刻な影
響を与える可能性がある場合に、法律のプロフェッショナルとして、ビジネスが

ゴーサインを出す前にその問題を法務のより上位のレベルで分析･検討できるよ
うにする点にある。 

 ロイヤーが関与を期待される法律問題の範囲はすこぶる広く、経営の全般に及
ぶ。M&A、商取引、訴訟、労働・雇用関係、知的財産、環境、租税、コンプラ
イアンス、規制、政府との折衝等。 

（3） 日本におけるGE法務部 

 大半の日本の会社では、経営の一部に法曹資格のある弁護士を関与させるとい
う伝統はない。GEが日本で行った買収案件においても買収先に社内弁護士はい
なかった。GEですら、日本においては早くから社内弁護士を採用していたわけ
ではない。日本における GEの最初のロイヤーとして採用されたのは私で、1992
年、GE横河メディカルシステムで、会社が贈賄事件を起こしたときであった。
そのときまでは、日本でのビジネスは、弁護士、契約書や法的手続に頼ることは
なく、むしろ信頼関係に依拠して行うものだという発想でいた。 

 しかし、日本も経営の透明化に向けて変化してきている。何事も行政指導次第
ということはなく、外国投資を含め競争が激化し、新しいビジネスのイニシアチ

ブにおいて弁護士や法的アドバイスの必要性は明らかに高まってきている。 

 GEはこのトレンドに応じて現在 21名の法曹資格のあるロイヤーを法務部に擁
している。近いうちにさらに最低 5名のロイヤーを、ゼネラル･カウンセル、リ
ード･カウンセル、知的財産、労働･雇用、環境法の分野を専門とするカウンセル
として採用する予定である。21名の約半数が日本の弁護士であり、残りが外国
の資格をもつアメリカまたは日本国籍のロイヤーである。 

 21名の 2/3が各ビジネスにおいてスペシャリストとともに小さな法務チームを
作っている。本社機能を持つ GE ジャパンには、ベスト・プラクティスをビジネ
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スの垣根を越えて共有し、チーム全体から吸い上げるための統括チームがある。
各ビジネスに配置されたロイヤーは、弁護士またはロイヤーの資格を持たない

100人以上のプロフェッショナルで構成される、法務、コンプライアンス、規制
及び政府との折衝に当たる専門家チームを統括する。 

 外部の弁護士との関係を管理するのはビジネスの人間ではなくロイヤーである。 

2. 外部の弁護士の必要性とその仕事への期待 

 GEは日本においてこれまでに少なくとも 30の異なる日本の法律事務所に仕事
を依頼してきた。ここでいう日本の法律事務所には、①いわゆる「渉外」事務所、
②日本に事務所がある外国の事務所、③いわゆる「特定共同」事務所、④日本中
にある国内事務所や専門分野を扱う事務所が含まれる。1990年代になって GEが
大きな必要性を感じているリーガルサービスの分野は大きく分けて 4つある。こ
れら 4つの分野は、言い換えれば、現在の日本のリーガルサービス市場において
私達が概して直面する新しい課題の代表格である。 

（1） 経営－外部の法律事務所を使う頻度は増える一方であり、社内弁護士の数
が増えても減ることはない。これは、ジョイント･ベンチャーや買収した
会社の法務部が、従来ビジネスの意思決定過程に積極的に関与してこなか
ったことに大きく起因する。弊社のロイヤー達は、問題の早期発見と解決

のために法務部の果たす役割が経営上いかに重要かをビジネスに浸透させ
るべく日々努力している。外部の弁護士は、あらゆる法分野において経営
問題に関与させられることになり、従来彼らが検討したことのないような

問題を処理することになる。 

（2） 買収案件－買収案件のグローバル化により外部の弁護士に依頼する仕事の
規模も大きくなっている。社内弁護士は案件の最初（秘密保持契約、レタ
ーオブインテントの締結、デューデリジェンス（被買収会社の精査））の
段階から責任ある役割を果たし、契約書の交渉まで行う。私達のような会
社では、規模の大きい新しい取引でデューデリジェンスを行うチームは

20ないし 50人で構成され、全員がデューデリジェンスの期間中、環境法
から知的財産、証券、倒産、労働法に至るまであらゆる専門分野における
高度な法的アドバイスを必要とする。 

（3） コンプライアンスと規制－この分野で困難極まりないのは、法律上のリス
クがどの程度あるかを、判例も行政の書面による公刊された統一見解もな
いような場合に、あいまいな制定法の文言の行間を読んで、リスクが現実
の法律問題に発展しないうちに、責任ある判断を行わなければならない点
である。GEは、適法かもしれないし違法かもしれないが、一か八かやっ
てみる、ということはしない。行動を起こす前にリスクがどの程度あるの

かを正しく把握する必要がある。特に刑事上の問題に発展する可能性や会
社の名声に関わるおそれがある場合のリスクの把握は必須である。私達が
ここで外部の弁護士に期待する役割は、管轄の政府機関等と積極的に議論
をするなどして広義の「法」が規制するところを明らかにすべく創造的な
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働き方をすることである。これまでの日本のシステムにおいて弁護士が政
府機関と緊密に折衝するということは従来なかったので、この分野は多く
の日本の弁護士にとってまったく新しい経験である。 

（4） ロビイング活動、政府との折衝－新しい法令が次々に制定される中で、ど
うすれば所轄の政府機関、ときには国会議員と事前に協議を行い、新しい
視点に立った私達の政策論に耳を傾けてもらうことができるであろうか。

例えば、アメリカでは、私達は外部の法律事務所に対し、率先して新しい
法案を早期に特定し、その法案が会社経営に与える影響や事業拡大に及ぼ
す悪影響を協力して分析し、最終的な法案の作成に向けて私達の意見が効

果的に反映されるよう意見を取りまとめるという積極的な役割を期待する。 

3. 外部の弁護士に依頼した場合に直面する現実 

（1） 弁護士の数－これは根本的な問題で、あらゆる局面で顕在化する。 

① 大規模な買収案件－複雑な買収案件においては、特にデューデリジェンス
とクロージング直前の段階で 10人、しばしばそれ以上の人数の弁護士を
その案件のみに投入してもらう必要が出てくる。ある大規模な日本におけ
る営業譲渡の案件では、私達は６つの異なる法律事務所の合計 72人の日
本人と外国人の弁護士を使った。取引を完遂するため人員を確保できる限

り。日本最大の法律事務所にはたった 130人程度しか弁護士がいない。  

② 利益相反－大規模な渉外事務所が少ししかなく、他方デューデリジェンス
等早い段階での弁護士の関与が必要な潜在的な買収案件がたくさんあるた

め、私達の会社のことや私達の抱える問題をよく理解してくれている一流
の法律事務所は私達の依頼を利益相反を理由に受任できなくなる。そして、
代わりの法律事務所は容易には見つからない。これが、私達が特定共同事
務所を視野に入れなければならない主要な理由の一つである。しかし、特
定共同事務所もまだ数が少ないので利益相反となる場面が多々ある。アメ
リカ人の目から見ると、他に法律事務所はないし、これらの法律事務所は

同一取引の複数の競業他社を代理しているからとはいえ、なぜこう度々ひ
とつの事務所内の弁護士間で「ファイア・ウォール」を作ることを承認せ
ざるを得ないのか、という思いである。 

③ 対応の遅さと仕事の質－日本の弁護士は一般に、渉外弁護士については特

に、高い水準に達した世界でも最も優秀な人々である。しかし、その人数
の少なさとあふれる仕事量、そして依頼者からのプレッシャーの結果、し
ばしば十分な分析がなされていない意見書が出され、また締め切りが守ら
れない。私のアメリカの同僚は、5ページないし 10ページのメモを 10日
で書いてもらうのに事務所と交渉しなければならないことを伝えると大変

驚く。アメリカではその程度のメモであれば 2，3日で出てくるからであ
る。現実のビジネスはメモが出てくるまでの間身動きができなくなるとい
うことを肝に銘じていただきたい。 
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（2） コミュニケーションと語学力の問題－外国の依頼者は日弁連に対してリー
ガルサービスを流暢な英語で行えるよう改善せよとさらなるプレッシャー
をかけているが、私はこの点はさほど重要だとは思わない。なぜなら、も
し私が日本語を使ってロイヤーの仕事をしなければならないとしたら、渉
外弁護士が現在英語で行っている仕事とは比べ物にならないはるかに出来

が悪い仕事しかできないと感じるからである。しかし、グローバル企業の
現実として英語で仕事をしてもらわなければならないため、次のような問
題に直面する。 

① 書面の出来－詳細な法律意見書を受け取ったときは、大概、世界中の上級

役員レベルの人間に回覧する必要がある。言うまでもなくこれは複雑な契
約書についても言えることで、支配言語が日本語であろうと英語であろう
と関係ない。なぜなら、その書類は意思決定のためにいずれにせよ英語で

も作成しなければならないからである。しかしながら、日本の渉外弁護士
は優秀で、また多くの渉外弁護士は最高のレベルであるけれど、やはり自
分の母国語ではない言葉で、母国語で書くように容易かつ明確に表現する

ことは無理というものである。 

② 対応の遅さ－人数とは別の問題で、急ぎの法的助言を日本でなかなか受け
られない主要な理由の一つは、日本人の弁護士がまず英語でアドバイスを
書かなければならないことにある。 

③ コミュニケーション・ギャップ－アメリカやイギリスの依頼者は実際に法
律事務所に行って顔を突き合わせて会議をし、あるいは複数の関係者が参
加しての国際電話会議を行って、高度に複雑なビジネス上の、また法律上

の問題を議論し、会議や会議電話終了後自分達の弁護士が全事情を理解し
て仕事を開始するというプロセスに慣れている。言うまでもなく、日本の
法律事務所と仕事をする場合、口頭でのコミュニケーション・スキルの不

足によりこのようにスムーズには進まない。そして、しばしば不十分なコ
ミュニケーションの結果、追加の作業が必要となり、あるいはそのような
ことにならないように、社内弁護士が依頼事項を書面で用意するというプ
ロセスが必要になってくる。 

④ 翻訳－法律文書の翻訳はほぼどのような言語によったとしてもおよそ芸術
活動である。特に英語から日本語への翻訳については、私達の要求は尽き

ない。私達が経験から学んだことは、ほぼすべての翻訳は弁護士がする必
要があるということである。他の国では法曹資格のない人の翻訳でもそこ
そこ満足できるが、これは日本語に関しては当てはまらない。このことは

既に大量の仕事にあふれ返っている渉外弁護士にさらなる重い負担を課す
ことになる。自然の成り行きとして出てくる疑問は、なぜ法律事務所は所
内翻訳家を大増員して弁護士と緊密に連絡を取り合って作業させる仕組み

を構築しないのかという点である。 
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（3） 日本の純粋な国内の法律問題の検討に日本以外の国の視点を入れること－
依頼者は、日本が経済回復を目指して金融システムを再構築し一般的には
より良くより透明な法制の策定に向けて始動するのを目の当たりにし、自
分達の使っている日本の法律事務所に対して日本の法律問題の解決に日本
法以外の経験を生かすことを期待している。日本では先例のない、しかし

将来発生するであろう問題を、そのような問題が日本以外の国でどのよう
に発生しどのように処理されてきたかという理解に基づいて予測すること
は、例えば、次のような場面で大きな意味がある。 

① 買収案件と取引－日本で検討されている、あるいは最近頻繁に行われる新

しいタイプの取引（レバレッジド･バイアウト、公開買付、synthetic lease 
structures等）については、日本の法律事務所はそのアドバイスの中に世
界中の他の市場で行われた類似の取引で得られた経験を反映させることが

出来るだろう。依頼者は、そして日本のビジネス･パートナーや政府はそ
のすばらしい成果の恩恵を享受できるであろう。 

② コンプライアンス－独占禁止法、環境法、反マネーロンダリング法、保険

業法、あるいは医療機器の許可手続であれ、贈収賄に関する規制、製造物
責任法であれ、これらの法律が制定・施行され、日本の会社にコンプライ
アンスの意義を啓蒙しようとする最近の日本の動きはすばらしいことであ
ると感じている。しかし、日本の弁護士は、これらの法分野におけるリス
クを測るための社内のコンプライアンス・プログラムを作成したり特定の
コンプライアンスの問題を政府と折衝しながら解決したりということに関

してアドバイスをした経験がほとんどない。最近の金融庁でのノーアクシ
ョンレター手続の利用に当たっては、特定共同事務所を使うことが解決に
至るために大変有益であったと思う。なぜなら、彼らは日本法のみならず

同一の問題がアメリカでどのように処理されているかを参考にその理論を
類推する等してすばらしい成果を収めたからである。可能性は尽きない。
日本の個人情報保護法案のもと、プライバシーに関する適切なコンプライ

アンスの仕組みは、EU法制下で学んだことを生かした場合どのようなも
のとなるべきか。外国公務員に対する贈賄について、日本の改正不正競争
防止法がOECD条約に沿って実行しようとしていることはアメリカの外
国汚職行為法下での似たような経験に照らしどのように理解すべきか。日
本の労働法のもと、残業対策に向けた私達のコンプライアンスの仕組みは、
アメリカの法制において展開されたグローバルな雇用慣行を参考にしたと
きどうあるべきか。「国内」のコンプライアンスの問題と言っても、私達
にとっては諸外国におけるその分野の法知識が要求される問題なのである。

日本の法律事務所が単独でこれを実践しようとしても限界がある。 

③ ロビイング－日本では今までになく多数の法律が新しく制定されている。
私の印象としては、日本政府や国会は、意見の公募制度や非公式な会議を
通じて法制化の過程で諸外国の投資家の見方を参考にしたいという要望を

今までになく強く持っているように思われる。実際、今日の国際化検討会
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においてこのような機会を与えていただいたのもその一例といえよう。
GEはこの種の政策形成過程において建設的な役割を果たしたいと考えて
いる。そして私達がアメリカや他の諸外国で行っているのは、世界各国に
おける私達のさまざまな体験談を議論の場に提供し、今まで検討されなか
った問題を提起することである。最近私達が日本において行ったロビイン

グの例に見られるように、日本の法律事務所はこの分野において今彼らが
行っていること以上の価値を付加することが出来る。しかし、これは他の
場所で同じような問題がどのように処理されてきたかについて社内で知識
を集積し、その分野の専門の弁護士と協働することにより初めて実現する
ことである。 

4. 日本の弁護士と外国法事務弁護士等との協働のあり方 

 日本の弁護士と外国のロイヤーが協力して仕事をすれば、大半のコミュニケー
ション上の問題は解決され、依頼者に対し画期的に効率的なサービスを提供する
ことができる。また、コミュニケーションがうまくいかないことによるフラスト
レーションをなくすことにより、日本の弁護士が限られた時間内ですばらしい成

果をあげることも可能になる。 

 日本の弁護士と外国のロイヤーが本当の意味でひとつの事務所で働けるように
なれば、弁護士の人数不足の問題は部分的に解消する。また、法律事務所を複数
同時に使う場合に生じがちな事務所間の分断も防ぐことが出来る（いわゆる「ワ

ン･ストップ・ショップ」の便益である）。しかしながら、人数の問題は氷山の
一角に過ぎない。真の国際化の実現によって初めて、依頼者に最高のサービスを、
弁護士自身に経験･知識という形の大きな見返りを提供することができるのであ

る。 

 両者の間に真に緊密な関係が構築できれば、依頼者のみならず、日本という国
は、①日本で一般的ではなかったディール･ストラクチャリングの実現による金

融経済改革の加速化、②困難なコンプライアンス上のあるいは規制法上の問題の
特定・解決、③法律実務及び政策形成過程におけるロビイングの手法等のより創
造的なアプローチによる便益を享受できるようになるであろう。残念ながら、現
行の特定共同事務所に期待に応える「協働」関係は見出しがたい。 

5. おわりに－利用者の視点から見た理想的な法律事務所－ 

 私は、日本の弁護士と外国のロイヤーがより緊密な形で協働するための仕組み
を具体的に提案すべき立場にはない。 

 しかし、社内カウンセルとしての私の経験からすると、日本の弁護士と外国の
ロイヤーは、能力と経験を相互に補完することができるはずであり、両者が公平
な立場でひとつの法律事務所で働くことができる仕組みが、依頼者にとって、ビ
ジネスパートナーにとって、立法・行政にとって、そして弁護士とロイヤーにと

っても、望ましい結果をもたらすのではないかと考える。 

以上 
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